
（様式１）

部内マネジメント責任者

合　　計 522,782 500,184

0 0

税務課 83,013 80,437

納税課 5,623 7,506

総務課 240,769 234,432 総務課　　：滋賀県議会議員選挙、参議院議員通常選挙、草津市議会議員選挙、
　　　　　　草津市長選挙執行に伴う増加
財政課　　：新規借入に伴う市債の償還元金の増額
契約検査課：電子入札コアシステムのJRE有償サポート契約に伴う負担金の増額
税務課　　：平成３３基準年度固定資産税台帳整備業務の業務量増に伴う委託料の増額
納税課　　：法人市民税税還付増

財政課 193,150 177,582

契約検査課 227 227

合　　計 5,818,672 5,403,186

【増　減】　（【見　積】－【前年度】）

所　　属

予算額（千円）

予算額の主な増減理由歳出総額

（職員費を除く） 一般財源

税務課 131,384 70,756

納税課 157,885 120,000

総務課 497,253 392,434

財政課 5,026,050 4,813,896

契約検査課 6,100 6,100

合　　計 6,341,454 5,903,370

【前年度】平成３０年度　当初予算額（一般会計）

所　　属
予算額（千円）

歳出総額

（職員費を除く） 一般財源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ⅴ

税務課 214,397 151,193

納税課 163,508 127,506

総務課 738,022 626,866 ○地方公会計制度の適正な運用を行います。
○検査員の資質向上を図り公共工事における成果物のより適正な品質確保を目指します。
○より一層、市税の適正な賦課に努めます。
○市税徴収のより一層の強化を図ります。

財政課 5,219,200 4,991,478

契約検査課 6,327 6,327

－

【見　積】平成３１年度　当初予算額（一般会計）

所　　属
予算額（千円）

平成３１年度予算の特徴歳出総額

（職員費を除く） 一般財源

予算見積にあたっての基本的な考え方および重点事項
【施策全体の方向性、基本的な考え方】

　総務部は、市役所内の内部管理業務と税務関係（賦課・徴収）業務を行っており、「市民にわかりやすく適切な行財政マネジメントの推進」と「第3次草津
市行政システム改革推進計画」アクション・プランの着実な推進を図ります。
◆草津市公共施設等総合管理計画の一環としてファシリティマネジメントの手法を取り入れた公共施設管理を進めます。
◆公共工事や物品等の適正な入札および契約を行い、公正で透明性の高い行政運営を進めます。
◆健全な財政の堅持とその根拠となる自主財源である市税の適正な賦課・徴収および適正な債権管理を徹底します。

【重点事項】

◆公共施設の長寿命化と保全費等の縮減や平準化を図るため、公共施設の計画的な修繕や改修を進めます。
◆建設工事における入札事務の透明性・公正性・競争性の向上を図り、発注者受注者双方のコストを削減するため、電子入札システムの利用継続をします。
◆歳入の根幹を成す市税および国民健康保険税の適正な賦課に努めます。
◆滞納整理の早期着手・早期処分を進め、税の公平性の確保や納税意欲の高揚と収納率の向上を目指します。

【健幸都市づくりの推進に向けた考え方、主な事業】

《総務部　平成３１年度予算見積方針　》　

部長 明石　芳夫



マネジメントの視点による財源配分、事務事業の見直し等の考え方について

0

合　　計 196,673 387,354 ▲ 190,681 0 0 0

0

0

0 0

納税課 0 0 0

0

税務課 14,718 18,018 ▲ 3,300 0

契約検査課 3,584 3,797 ▲ 213

0 総務課：市議会議員選挙執行、市長選挙執
行、庁舎等改修工事による
火災保険料（建物共済保険）の値上がりに
よる
契約検査課：電子入札コアシステムのJRE有
償サポート契約に伴う負担金の増額による
税務課：平成30年に引き続き固定資産税技
術支援業務委託が必要なため

財政課 12,935 12,722 213 0

B　見積額
A－B

▲は枠超過
A　枠配分額 B　見積額

A－B

▲は枠超過

総務課 165,436 352,817 ▲ 187,381

枠配分額（当該経費に係る予算見積上限額）に対する見積状況

所　　属
一般行政経費（千円） 扶助費（千円）

枠配分額を超過した場合、その理由
A　枠配分額

契約審査等事務費
（契約審査等事務費）

6,327 6,327
建設工事における入札事務の透明性・公平性・競争性の向上と今後見込まれる入札制度の複
雑化や業務量の増大に対応するため、電子入札システムの利用継続を図ります。

主要な事業（新規・拡大・重点事業等）　（一般会計および特別会計）

事業名 事業費（千円） 事業概要
一般財源


